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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高に営業収入を含めておりましたが、第41期末から含めずに記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 143,144  142,022 147,907 277,092 284,787

経常利益 (百万円) 6,322 6,861 7,078 13,367 14,164

中間(当期)純利益 (百万円) 3,531 3,827 3,786 7,405 7,799

純資産額 (百万円) 107,864 114,066 115,293 111,201 117,301

総資産額 (百万円) 133,020 141,147 142,858 135,340 141,588

１株当たり純資産額 (円) 2,138.94 2,262.04 2,357.41 2,203.75 2,324.73

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 70.03 75.90 75.77 145.41 153.13

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 81.1 80.8 80.7 82.2 82.8

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 9,129 8,046 8,708 15,340 12,362

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,764 △12,263 △9,620 △15,980 △17,469

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △832 △886 △5,654 △1,642 △1,723

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 42,897 31,979 23,685 37,083 30,252

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) 

(名) 
2,092 
(8,776)

2,089
(11,910)

2,205
(12,654)

2,048 
(10,941)

2,078
(11,859)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 売上高に営業収入を含めておりましたが、第41期末から含めずに記載しております。 

３ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第41期中 第42期中 第43期中 第41期 第42期 

会計期間 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成15年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成15年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 140,935 139,902 145,700 272,890 280,595

経常利益 (百万円) 5,072 5,629 5,691 11,122 11,835

中間(当期)純利益 (百万円) 2,840 3,170 3,041 6,186 6,545

資本金 (百万円) 9,927 9,927 9,927 9,927 9,927

発行済株式総数 (株) 50,634,535 50,634,535 50,634,535 50,634,535 50,634,535

純資産額 (百万円) 93,984 99,016 98,910 96,793 101,654

総資産額 (百万円) 116,766 123,209 123,560 118,041 123,412

１株当たり純資産額 (円) 1,863.70 1,963.59 2,022.42 1,918.38 2,014.78

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 56.33 62.87 60.84 121.59 128.60

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) 16.00 16.50 20.00 33.50 35.50

自己資本比率 (％) 80.5 80.4 80.0 82.0 82.4

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) 

(名) 
1,815 
(7,242)

1,826
(7,639)

1,933
(8,273)

1,776 
(7,174)

1,819
(7,717)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成17年８月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に１日８時間月間163時間換算の平均人員を外数で記載しております。

  

(2) 提出会社の状況 

(平成17年８月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に１日８時間月間163時間換算の平均人員を外数で記載しております。

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に、特記すべき事項はありません。 

  

  

事業部門の名称 従業員数(名)

小売事業 2,166〔12,265〕 

食品製造加工事業 39〔389〕 

合計 2,205〔12,654〕 

従業員数(名) 1,933〔8,273〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、輸出や設備投資の増加により景気の回復基調が続きました。個人消費は、

雇用環境に改善傾向が見られたものの、購買行動は引き続き慎重なものとなり、小売業を取り巻く環境は厳しい状

況が続きました。 

このような経営環境のなかで、当社グループは、「感動・創造・挑戦」をキーワードに、引き続き「個店経営の

確立」、「商品開発の強化」、「基本４項目（フレンドリーサービス、クリンネス、鮮度と味の追求、品切れ防

止）の徹底」に取り組むとともに、当中間連結会計期間より「技術革新」による生産性の向上にも取り組み、「小

商圏で繰り返し来店されるお客さまの日常の食卓をより楽しく、豊かに、便利にする」というコンセプトの実現を

目指してまいりました。 

販売面におきましては、個店経営の確立により200店舗体制を視野に入れた組織体制を目指してまいりました。１

店舗１店舗が情報を集め、仮説に基づいた販売計画と発注ミーティング、売場づくりを行うとともに、結果をデー

タで検証してまいりました。そして、従業員１人１人が成長し、地域のお客さまの満足度を高められるように、教

育プログラムの構築にも取り組んでまいりました。また、時間帯別商品計画の作成と実行により、商品発注業務の

精度向上と出来たてつくりたての商品の提供に努めてまいりました。 

一方、毎月月初めに開催している『いち・に・さんの市』、毎月中旬に開催している『どまんなか得の市』など

のセールにより、コモディティ商品の価格訴求や日本各地からの価値ある商品の提案を行ってまいりました。 

食品部門につきましては、「安全・安心、健康」と「ちょっとおいしい」をテーマに、味・品質の優れた商品や

産地の開発に注力するとともに、ミールソリューションにも取り組んでまいりました。 

生鮮食品では、鮮魚部門で日本全国からの集荷体制の確立と調理・販売技術の向上に取り組んでまいりました。

かつおの産地開発や朝焼きの生かつおタタキの商品開発を行うとともに、「静岡産うなぎ蒲焼」を中心に丑の日の

積極的な予約販売にも取り組みました。 

精肉では、焼き肉セットの内容の見直しを行うとともに、「ニュージーランド産生ラム肉」の取扱いを開始する

など、焼肉関連商品の充実をはかりました。 

青果では、自然素材の土壌改良材「ムクダイ」を使用して契約農家が栽培した「ムッくん」シリーズ商品の取り

組みを、サクランボ、レタス、ゴボウなどの商品で拡大いたしました。 

加工食品では、乾麺や菓子類などの商品開発を進めるとともに、コモディティ商品の価格訴求を行ってまいりま

した。 

また、デイリー食品におきましては、和惣菜「味菜逸品」シリーズなどのプライベート商品の開発を行ったほ

か、メーカーと共同で煮豆や漬物類の新たな生産・流通の仕組みを構築するなど、品質改善とコストダウンをはか

る取り組みを行いました。 

一方、連結子会社の㈱ライフフーズが担当する惣菜部門におきましては、主力商品の調理技術の向上をはかると

ともに、季節や旬に対応した商品提案に取り組んでまいりました。また、前年度より簡単・便利で美味しいをテー

マに新店を中心とした一部店舗で導入した「クイックデリカ」コーナーを前期末の９店舗から22店舗に拡大すると

ともに、「デリカサラダ」などオードブル系メニューの充実をはかりました。 

このような取り組みにより、食品部門の売上は前年同期比で105.5％となりました。 

衣料部門につきましては、肌着を中心にプライベート・ブランド商品の開発を進めるとともに、季節品の値下げ

ロス削減による収益改善をはかりました。また、新店の一部店舗において、新店におけるアウター衣料の取扱いを

再開いたしました。衣料部門の売上は前年同期比で100.0％となりました。 



住居部門につきましては、食品と関連したマーチャンダイジングの構築と、収益改善に取り組んでまいりまし

た。住居部門の売上は前年同期比で101.6％となりました。 

テナント部門におきましては、店舗のリニューアルを通じたテナント構成の見直しに取り組んでまいりました。

また、前期より酒類販売の直営化を推進したこともあり、同部門の売上は前年同期比で93.1％となりました。 

また、経費面におきましては、正社員とパート社員の比率を１：９とするオペレーションの推進や、従業員の時

間管理の徹底など、コスト構造の改善に取り組んでまいりました。 

出店につきましては、平成17年４月に「赤塚店」（茨城県水戸市）と「亘理店」（宮城県亘理郡亘理町）、７月

に「坂東店」（茨城県坂東市）の計３店舗を開設いたしました。一方、平成17年５月に店舗の建て替えに伴い「西

若松店」の食品館を閉店いたしました。 

その結果、当中間連結会計期間末のスーパーマーケットの店舗数は、みどりやスーパーの３店舗を含め、福島県

54店舗、宮城県34店舗、栃木県14店舗、山形県12店舗、茨城県２店舗の計116店舗となり、総売場面積は前連結会計

年度末に比べて10,172㎡増加し379,901㎡となりました。 

また、平成16年11月に㈱イトーヨーカ堂、北京王府井百貨（集団）株式有限会社と合弁で中国で設立した「王府

井ヨーカ堂有限会社」は、当中間連結会計期間に２店舗を開設し、中国で新しい食文化の提案を行っております。 

当中間連結会計期間の業績は、営業収益が1,519億１千２百万円（前年同期比104.3％）、経常利益が70億７千８

百万円（前年同期比103.2％）となり、また中間純利益はソフトウェアの除却などの特別損失５億３千５百万円を計

上したことから、37億８千６百万円（前年同期比98.9％）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは87億８百万円の収入となり、前年同期に比

べて６億６千１百万円の増加となりました。これは主に、仕入債務が３億６千３百万円増加したことなどによるも

のです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは96億２千万円の支出となり、前年同期に比べて26億４千３百万円の減少と

なりました。これは主に、新店及び既存店の改装投資などによる有形固定資産の取得が33億４千５百万円減少した

こと、㈱イトーヨーカ堂の子会社である㈱セブン＆アイ・フィナンシャルセンター(旧㈱ＩＹＧフィナンシャルセン

ター)への短期預け金の純増額が35億円減少したこと、投資有価証券の取得による支出が43億４千５百万円増加した

ことなどによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは56億５千４百万円の支出となり、前年同期に比べて47億６千８百万円の増

加となりました。これは主に、自己株式取得による支出が46億９千３百万円増加したことなどによるものです。 

以上の結果、当中間期末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて65億６千７百万円減少し、236億８

千５百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間連結会計期間における売上高の内訳は、次のとおりであります。 

① 商品別売上高 

  

(注) １ 『デリカテッセン』欄は、惣菜、寿司、ベーカリー、ファーストフードの売上高であります。 

２ 『その他』欄は、テナントの売上高であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 県別売上高 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品別 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

生鮮食品 43,316 29.3 103.9 

加工食品 32,746 22.1 107.2 

デイリー食品 27,261 18.4 105.7 

デリカテッセン 17,959 12.2 105.8 

食料品計 121,283 82.0 105.5 

衣料品 9,729 6.6 100.0 

住居関連商品 9,200 6.2 101.6 

その他 7,694 5.2 93.1 

スーパーマーケット事業計 147,907 100.0 104.1 

県別 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

福島県 65,058 44.0 101.5 

宮城県 46,002 31.1 105.6 

山形県 16,221 11.0 102.7 

栃木県 18,922 12.8 101.9 

茨城県 1,702 1.1 － 

合計 147,907 100.0 104.1 



(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入高の内訳は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 『デリカテッセン』欄は、惣菜、寿司、ベーカリー、ファーストフードの仕入高であります。 

２ 『その他』欄は、テナントの仕入高であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品別 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日) 

仕入高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

生鮮食品 30,714 30.1 103.7 

加工食品 26,578 26.0 106.9 

デイリー食品 18,892 18.5 106.0 

デリカテッセン 5,654 5.6 100.4 

食料品計 81,840 80.2 105.0 

衣料品 6,340 6.2 99.6 

住居関連商品 6,846 6.7 102.9 

その他 7,059 6.9 93.2 

スーパーマーケット事業計 102,086 100.0 103.6 



３ 【対処すべき課題】 

厳しい経営環境のなかで生き残っていくため、当社グループは、基本方針を変えずに、１人１人のメンバーの技術

と能力を高め、お客さまに感動していただけるような売場づくりに取り組んでまいります。 

また、平成17年９月１日付で茨城県で食品スーパーマーケット17店舗を展開している㈱スーパーカドヤを完全子会

社といたしました。今後、茨城県における新たなドミナントを早期に確立し、地域のお客さまの満足と経営効率を追

求してまいります。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

株式交換契約の締結 

平成17年６月６日開催の当社取締役会において、当社は平成17年９月１日を期して、株式交換により株式会社スー

パーカドヤ（以下「スーパーカドヤ」という。）を完全子会社とすることを決議し、株式交換契約書の締結をいた

しました。 

①株式交換目的 

当社は、福島県を中心に、宮城、山形、栃木、茨城県において、食品を中心としたスーパーマーケット事業を

展開しております。「小商圏で繰り返し来店されるお客さまの日常の食卓を、より楽しく、豊かに、便利にす

る」というコンセプトの実現を目指し、今期より新たなドミナントの確立のため、茨城県を重点エリアとして位

置づけ、積極的な出店を開始いたしました。 

一方、スーパーカドヤも茨城県中央部を拠点に、食品を中心としたスーパーマーケット17店舗を展開し、当社

と同様に、お客さま中心の経営方針のもと、地域に密着した堅実な経営を行ってまいりました。 

競争激化の著しい環境の中、競争力を高め、両社のシナジー効果により地域のお客さまの満足と経営効率の追

求を一層図っていくために、当社は株式交換によりスーパーカドヤを完全子会社とすることを決定いたしまし

た。 

②株式交換の条件等 

 (イ) 株式交換比率 

    株式会社スーパーカドヤ株式１株に対して、当社株式21株を割当交付いたしました。 

 (ロ) 株式交換日における株式会社スーパーカドヤの資産・負債の内容 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

流動資産 1,972百万円  流動負債 2,269百万円

固定資産 4,813百万円  固定負債 2,581百万円

資産合計 6,785百万円  負債合計 4,850百万円



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

  

※ 従業員の数の〔 〕は、臨時従業員数を外書きしております。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

（注）１．今後の所要資金1,101百万円は、自己資金によりまかなう予定であります。 

   ２．予算金額には、差入保証金が含まれております。 

   ３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設計画の変更 

  

（注）設備の新設計画で、完成予定年月を変更しました。 

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名) 土地

(面積㎡) 
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

器具備品 合計 

赤塚店 
（茨城県水戸市） 

店舗 
378
(4,386) 

746 － 69 1,194 
31 

〔119〕 

亘理店 
（宮城県亘理郡亘理町） 

店舗 － 153 － 26 179 
13 
〔82〕 

坂東店 
（茨城県坂東市） 

店舗 
1,726
(102,056)

869 － 66 2,661 
30 
〔82〕 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
予算金額 
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の
所要金額 
（百万円）

着工年月
完成予定 
年月 

年間売上
増加予定額
（百万円）

提出会社 
大河原店 

(宮城県柴田郡大河原町) 店舗 437 35 401 平成17年８月 平成17年11月 2,300 

㈱スーパー 
カドヤ 

土浦真鍋店(仮称) 
（茨城県土浦市） 

店舗 700 － 700 平成17年10月 平成18年２月 2,200 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容
帳簿価格
(百万円) 

除却等の年月 

提出会社 
花春店    

（福島県会津若松市） 
店舗除却 52 平成17年９月 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 完成年月 

提出会社 
利府野中店(仮称)   

（宮城県宮城郡利府町） 
店舗 平成18年３月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

「当会社の発行する株式の総数は、１億株とする。ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ず

る。」 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年11月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 50,634,535 50,634,535
東京証券取引所
（市場第一部） 

― 

計 50,634,535 50,634,535 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年３月１日～ 
平成17年８月31日 

― 50,634 ― 9,927 ― 12,445



(4) 【大株主の状況】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）   3,847千株    

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）     2,193千株 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）   820千株   
  

   ２ 株式会社ＩＹＧ生活デザイン研究所は、平成17年９月１日をもって株式会社セブン＆アイ生活デザイン研究所に社名変
更しております。  

  

氏名又は名称 住所
所有株式
数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社イトーヨーカ堂 東京都千代田区二番町８番地８ 15,884 31.37 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 3,847 7.60 

ノーザン トラスト カンパニー 
（エイブイエフシー）サブ 
アカウント アメリカン 
クライアント 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店） 

155 BISHOPSGATE LONDON EC2M 3XS,UK
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

2,949 5.82 

株式会社ＩＹＧ生活デザイン 
研究所 

東京都千代田区二番町８番地８ 2,476 4.89 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 2,193 4.33 

株式会社ヨークベニマル 福島県郡山市朝日２丁目18番２号 1,727 3.41 

大 髙 善 興 福島県郡山市長者２丁目７番19号 1,699 3.36 

ノーザン トラスト カンパニー 
エイブイエフシー リ ユーエス 
タックス エグゼンプテド ペン
ション ファンズ 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 
E14 5NT,UK 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号）

1,161 2.29 

大 髙 善二郎 福島県郡山市桃見台５番15号 853 1.69 

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社（信託口４） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 820 1.62 

計 33,613 66.38 

  

  

  

  



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年８月31日現在 

(注) １ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式14株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株(議決権25個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年８月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  

    

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式1,727,700

―
権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
    48,842,900 

488,429 同上 

単元未満株式 
普通株式 
      63,935

― 同上 

発行済株式総数     50,634,535 ― ― 

総株主の議決権 ― 488,429 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社ヨークベニマル 

福島県郡山市朝日二丁目
18番２号 

1,727,700 ― 1,727,700 3.4

計 ― 1,727,700 ― 1,727,700 3.4

月別 平成17年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 3,180 3,140 3,120 3,150 3,170 3,420

最低(円) 3,020 2,835 2,910 2,880 3,020 3,080



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基

づいて作成しております。  

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表規則に基づいて作成

しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)の中間連結財務諸表並びに第42期中間会計

期間(平成16年３月１日から平成16年８月31日まで)及び第43期中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日

まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金     31,982 23,688   26,256 

売掛金     489 616   457 

有価証券     － －   3,999 

たな卸資産     6,091 6,380   6,447 

短期預け金     13,000 14,500   13,000 

その他     6,613 7,358   6,067 

流動資産合計     58,177 41.2 52,544 36.8   56,228 39.7

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物及び構築物     29,231 30,050   29,374 

土地     24,248 24,957   24,787 

その他     3,965 6,349   6,026 

有形固定資産合計     57,445 61,356   60,188 

無形固定資産           

連結調整勘定     236 157   196 

その他     1,579 836   1,350 

無形固定資産合計     1,815 993   1,547 

投資その他の資産           

長期差入保証金     15,817 16,609   16,831 

その他     8,194 11,959   7,398 

貸倒引当金     △303 △606   △606 

投資その他の資産合計     23,708 27,962   23,623 

固定資産合計     82,969 58.8 90,313 63.2   85,360 60.3

資産合計     141,147 100.0 142,858 100.0   141,588 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

買掛金     13,988 14,243   11,901 

未払法人税等     3,092 3,222   3,233 

賞与引当金     1,492 1,572   1,260 

その他     6,867 6,578   6,136 

流動負債合計     25,440 18.0 25,617 17.9   22,531 15.9

Ⅱ 固定負債           

退職給付引当金     234 36   36 

役員退職慰労 
引当金 

    578 665   633 

その他     826 1,245   1,085 

固定負債合計     1,639 1.2 1,947 1.4   1,755 1.3

負債合計     27,080 19.2 27,564 19.3   24,287 17.2

(少数株主持分)           

少数株主持分     ― ― ― ―   ― ―

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     9,927 7.0 9,927 7.0   9,927 7.0

Ⅱ 資本剰余金     12,839 9.1 12,839 9.0   12,839 9.1

Ⅲ 利益剰余金     90,589 64.2 96,480 67.5   93,729 66.2

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,227 0.9 1,256 0.9   1,327 0.9

Ⅴ 為替換算調整勘定     ― ― 9 0.0   ― ―

Ⅵ 自己株式     △517 △0.4 △5,219 △3.7   △522 △0.4

資本合計     114,066 80.8 115,293 80.7   117,301 82.8

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    141,147 100.0 142,858 100.0   141,588 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     142,022 100.0 147,907 100.0   284,787 100.0

Ⅱ 売上原価     101,573 71.5 105,165 71.1   202,840 71.2

売上総利益     40,449 28.5 42,742 28.9   81,946 28.8

Ⅲ 営業収入           

受取手数料収入   3,190   3,379 6,394   

不動産賃貸収入   445 3,635 2.5 625 4,004 2.7 960 7,354 2.5

営業総利益     44,084 31.0 46,747 31.6   89,301 31.3

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

※１   37,247 26.2 39,694 26.8   74,927 26.3

営業利益     6,837 4.8 7,053 4.8   14,374 5.0

Ⅴ 営業外収益           

受取利息   38   50 83   

受取配当金   13   12 23   

その他   27 79 0.0 68 132 0.1 75 181 0.1

Ⅵ 営業外費用     55 0.0 106 0.1   391 0.1

経常利益     6,861 4.8 7,078 4.8   14,164 5.0

Ⅶ 特別利益           

固定資産売却益 ※２ 0   ― 7   

投資有価証券売却益   3 3 0.0 ― ― ― 3 11 0.0

Ⅷ 特別損失           

固定資産売却損 ※３ ―   0 7   

固定資産廃棄損 ※４ 58   535 163   

その他 ※５ 11 69 0.0 ― 535 0.4 155 326 0.1

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    6,794 4.8 6,542 4.4   13,849 4.9

法人税、住民税 
及び事業税 

※６ 3,142   3,050 6,222   

法人税等調整額 ※６ △175 2,967 2.1 △293 2,756 1.8 △172 6,050 2.2

中間(当期) 
純利益 

    3,827 2.7 3,786 2.6   7,799 2.7

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   12,839 12,839   12,839

Ⅱ 資本剰余金増加高     

自己株式処分差益 0 0 ― ― 0 0

Ⅲ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

  12,839 12,839   12,839

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   87,716 93,729   87,716

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間(当期)純利益 3,827 3,827 3,786 3,786 7,799 7,799

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 882 958 1,714 

２ 役員賞与 71 954 77 1,035 71 1,786

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

  90,589 96,480   93,729

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 6,794 6,542 13,849

減価償却費  2,512 2,467 5,226

連結調整勘定償却額  39 39 78

持分法による投資損失  ― 17 ―

賞与引当金の増加額  278 312 46
退職給付引当金の増加額又は
減少額(△) 

 △54 0 △252

役員退職慰労引当金の増加額  33 31 88

受取利息及び受取配当金  △51 △63 △106

固定資産廃棄売却損  58 535 171

固定資産売却益  △0 ― △7

売上債権の増加額(△)  △94 △159 △61

たな卸資産の増加額(△) 
又は減少額 

 240 66 △116

仕入債務の増加額又は減少額
(△) 

 1,978 2,341 △107

その他  △332 △431 △199

小計  11,402 11,701 18,609

利息及び配当金の受取額  48 66 96

法人税等の支払額  △3,403 △3,060 △6,343

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

 8,046 8,708 12,362

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

定期預金の預入による支出  ― ― △3

定期預金の払戻による収入  ― ― 3

短期預け金の増加額(△)  △5,000 △1,500 △5,000

有形固定資産の取得による 
支出 

 △6,868 △3,523 △11,684

有形固定資産の売却による 
収入 

 1 0 88

有形固定資産の除却による 
支出 

 △5 △26 △19

無形固定資産の取得による 
支出 

 △262 △138 △298

無形固定資産の売却による 
収入 

 ― 20 ―

投資有価証券の取得による 
支出 

 ― △4,345 ―

投資有価証券の売却による 
収入 

 42 13 42

貸付けによる支出  △810 △69 △991

貸付金の回収による収入  904 112 916

差入保証金の差入による支出  △171 △49 △1,630

差入保証金の返還による収入  197 112 562

その他  △290 △226 543

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

 △12,263 △9,620 △17,469

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

区分 注記 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 



  

番号 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  

自己株式取得による支出  ― △4,696 ―

配当金の支払額  △882 △957 △1,714

その他  △3 ― △8

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

 △886 △5,654 △1,723

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加額又は減少額(△) 

 △5,103 △6,567 △6,830

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

 37,083 30,252 37,083

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 31,979 23,685 30,252



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

すべての子会社を連結して

おります。 

連結子会社は次の２社であ

ります。 

 ㈱ライフフーズ 

㈱みどりやスーパー 

同左 同左 

２ 持分法の適用に関

する事項 

非連結子会社及び関連会社

がないため、持分法の適用

はありません。 

(1) 持分法適用関連会社は

次の１社であります。 

北京王府井洋華堂商業 

有限公司 

（王府井ヨーカ堂有限 

 会社） 

  

  

  

  

  

(2) 王府井ヨーカ堂有限会

社の中間決算日は６月

30日であり、同社の中

間会計期間に係る中間

財務諸表を使用してお

ります。 

 持分法を適用しない関連

会社はありません。   

(1) 持分法適用関連会社は

次の１社であります。 

北京王府井洋華堂商業 

有限公司 

（王府井ヨーカ堂有限 

 会社） 

  なお、新たに出資した

ことから当連結会計年

度より持分法適用関連

会社に含めておりま

す。 

(2) 王府井ヨーカ堂有限会

社の決算日は12月31日

であり、同社の事業年

度に係る財務諸表を使

用しております。 

 持分法を適用しない関連

会社はありません。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

すべての連結子会社の中間

決算日は、中間連結決算日

と一致しております。 

同左 すべての連結子会社の事業

年度末日と連結決算日は一

致しております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

商品 

…生鮮食品 

最終仕入原価法 

店舗在庫商品(除

く生鮮食品) 

売価還元低価法 

(一部連結子会社

は売価還元原価

法) 

センター在庫商品

(除く生鮮食品) 

先入先出法によ

る原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

② 有価証券 

満期保有目的の債券 

  ――――――― 

  

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

     同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  ② 有価証券 

    満期保有目的の債券

償却原価法(定額

法) 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 ② 有価証券 

    満期保有目的の債券

同左 

  

  

前中間連結会計期間 

(自 平成16年３月１日 

至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成16年３月１日 

至 平成17年２月28日) 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 



時価のあるもの 

中間決算期末日

の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は、

全部資本直入法

により処理し、

売却原価は移動

平均法により算

定) 

時価のないもの 

移動平均法によ

る原価法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっており

ます。 

ただし、一部連結子

会社は、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(附属設備を

除く)は定額法によ

っております。 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

時価のあるもの 

…連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定) 

  

時価のないもの 

…移動平均法に

よる原価法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法によっており

ます。 

自社利用のソフトウ

ェアについては、社

内における利用可能

期間(５年)に基づく

定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

均等償却をしており

ます。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権は貸倒実績

率により、貸倒懸念

債権等特定の債権は

個別に回収可能性を

検討し、回収不能見

込額を計上しており

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

  ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与

の支出に備えるた

め、支給見込額基準

による算出額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

なお、数理計算上の

差異については、平

均残存勤務期間内の

一定年数(10年)によ

る定額法により翌連

結会計年度から処理

することとしており

ます。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

なお、過去勤務債務

については、その発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数(５年)によ

る定額法により処理

しております。 

また、数理計算上の

差異については、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間内

の一定の年数(10年)

による定額法により

翌連結会計年度から

処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

なお、過去勤務債務

については、その発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数(５年)によ

る定額法により処理

しております。 

また、数理計算上の

差異については、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間内

の一定の年数(10年)

による定額法により

翌連結会計年度から

処理することとして

おります。 

(追加情報) 

 当社及び一部の国

内連結子会社が加入

する「イトーヨーカ

堂グループ厚生年金

基金」は、平成16年

９月１日に厚生労働

大臣の認可を受け

て、確定給付企業年

金法に基づく「ＩＹ

グループ企業年金基

金」に移行いたしま

した。これに併せて

同日退職金制度の改

定を行っておりま

す。なお、この改定

に伴い過去勤務債務

が▲489百万円(債務

の減額)発生いたし

ました。 

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、

内規に基づく中間連

結会計期間末要支給

額を計上しておりま 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、

内規に基づく期末要

支給額を計上してお

ります。 

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

     す。     



(4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



  
会計処理の変更 

  

  
  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

―――――― ―――――― 

  

  

  

  

固定資産減損に係る会計基準(「固

定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号平成

15年10月31日)が当社の平成17年２

月28日に終了する連結会計年度に係

る連結財務諸表から適用できること

になったことに伴い当連結会計年度

から同会計基準および同適用指針を

適用しております。なお、この会計

基準適用に伴う影響額はありませ

ん。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

―――――― (中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、前連結会計年度までは財務活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示し

ておりましたが、当中間連結会計期間において金額的

重要性が増加したため区分掲記いたしました。なお、

「その他」に含まれている「自己株式取得による支

出」は前中間連結会計期間において△３百万円であり

ます。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

53,546百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

56,840百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

55,365百万円 

２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金

融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

従業員 40百万円

２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金

融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

従業員 18百万円

２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金

融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

従業員 27百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

宣伝装飾費 1,467百万円

従業員給料 
賞与 

15,121百万円

賞与引当金 
繰入額 

1,473百万円

減価償却費 2,303百万円

地代家賃 2,701百万円

水道光熱費 2,187百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

宣伝装飾費 1,577百万円

従業員給料
賞与 

16,257百万円

賞与引当金
繰入額 

1,550百万円

減価償却費 2,284百万円

地代家賃 2,944百万円

水道光熱費 2,280百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

宣伝装飾費 3,022百万円

従業員給料 
賞与 

32,196百万円

賞与引当金 
繰入額 

1,238百万円

減価償却費 4,798百万円

地代家賃 5,535百万円

水道光熱費 4,459百万円

※２ 固定資産売却益０百万円は、

遊休土地の売却によるもので

あります。 

※２   ―――――― ※２ 固定資産売却益７百万円は、

遊休土地の売却によるもので

あります。 

※３   ―――――― ※３ 固定資産売却損０百万円は、

土地の売却によるものであり

ます。 

※３ 固定資産売却損７百万円は、

主に遊休機械設備の売却によ

るものであります。 

※４ 固定資産廃棄損58百万円は、

主に店舗改装によるものであ

り、内訳は次のとおりであり

ます 

  

  

  

  

  

※５   ―――――― 

建物及び 
構築物 

45百万円

器具備品他 12百万円

※４ 固定資産廃棄損535百万円

は、ソフトウェア等の除却に

よるもの460百万円、設備の

老朽化によるもの50百万円、

店舗閉鎖によるもの23百万円

であり、内訳は次のとおりで

あります。 

※５   ―――――― 

建物及び
構築物 

35百万円

ソフト
ウェア 

383百万円

器具備品他 116百万円

  

※４ 固定資産廃棄損163百万円

は、店舗閉鎖によるもの24百

万円、店舗改装等によるもの

139百万円であり、内訳は次

のとおりであります。 

  

  

  

  

※５ 特別損失のその他155百万円

は、主に次年度に閉鎖を予定

している店舗の固定資産廃棄

損相当額であります。 

建物及び
構築物 

95百万円

器具備品他 67百万円

※６ 当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は

当期において予定している利

益処分による固定資産圧縮積

立金の取崩しを前提として当

中間連結会計期間に係る金額

を計算しております。 

※６     同左 ※６   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高 現金及び現金同等物の中間期末残高 現金及び現金同等物の期末残高と連



と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  
  
  

現金及び預金勘定 31,982百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△3百万円

現金及び現金 
同等物 

31,979百万円

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  
  
  

現金及び預金勘定 23,688百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△3百万円

現金及び現金
同等物 

23,685百万円

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定 26,256百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△3百万円

有価証券 3,999百万円

現金及び現金
同等物 

30,252百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

     器具備品 

取得価額 
相当額 

  6,333百万円

減価償却 
累計額相当額 

  2,973百万円

中間期末 
残高相当額 

  3,359百万円

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  器具備品

取得価額 
相当額 

6,736百万円

減価償却 
累計額相当額 

3,508百万円

中間期末 
残高相当額 

3,227百万円

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

   器具備品 

取得価額
相当額 

 6,660百万円

減価償却
累計額相当額

 3,302百万円

期末残高
相当額 

 3,358百万円

②未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算出しております。 

１年内 1,250百万円

１年超 2,109百万円

合計 3,359百万円

②未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算出しております。 

１年内 1,264百万円

１年超 1,962百万円

合計 3,227百万円

②未経過リース料期末残高相当

額 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算出して

おります。 

１年内 1,281百万円

１年超 2,076百万円

合計 3,358百万円

③支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース 
料 

658百万円

減価償却費 
相当額 

658百万円

③支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース
料 

715百万円

減価償却費
相当額 

715百万円

③支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース 
料 

1,369百万円

減価償却費 
相当額 

1,369百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 21百万円 

１年超 ―百万円 

合計 21百万円 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,744百万円

合計 2,950百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,847百万円

合計 3,054百万円



(有価証券関係) 
前中間連結会計期間(平成16年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  
当中間連結会計期間(平成17年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  
前連結会計年度(平成17年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 494 2,534 2,039

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 43

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 494 2,581 2,086

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 4,389

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 494 2,700 2,205

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

満期保有目的の債券 

   コマーシャル・ペーパー 3,999

その他有価証券 

非上場株式(店頭売買株式を除く) 56

合計 4,056



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成17年３月

１日 至 平成17年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成17年３

月１日 至 平成17年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)について

は、スーパーマーケットチェーン事業の売上高及び営業利益の金額が、それぞれ全セグメントの売上高合計及

び営業利益の生じているセグメントの営業利益合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略いたしました。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成17年３

月１日 至 平成17年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)について

は、本国以外に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年３月１日 至 平成16年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成17年３

月１日 至 平成17年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成16年３月１日 至 平成17年２月28日)について

は、海外売上高はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

 該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 2,262.04円 １株当たり純資産額 2,357.41円 １株当たり純資産額 2,324.73円

１株当たり中間純利益 75.90円 １株当たり中間純利益 75.77円 １株当たり当期純利益 153.13円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

中間(当期)純利益 3,827百万円 3,786百万円 7,799百万円

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 77百万円

(うち役員賞与金) (―百万円) (―百万円) (77百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 3,827百万円 3,786百万円 7,721百万円

普通株式の期中平均株式数 50,427,035株 49,980,237株 50,426,190株



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金   27,574   18,854 21,220   

売掛金   465   558 423   

有価証券   ―   ― 3,999   

たな卸資産   5,731   6,035 6,028   

短期貸付金   186   147 168   

短期預け金   8,000   8,000 8,000   

その他   6,041   6,818 5,572   

流動資産合計     47,999 39.0 40,414 32.7   45,412 36.8

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 ※１         

建物   20,591   21,189 20,711   

構築物   3,837   4,253 3,978   

土地   23,089   23,798 23,627   

その他   2,056   4,594 4,288   

有形固定資産合計   49,574   53,835 52,606   

無形固定資産   1,293   631 1,109   

投資その他の資産           

長期貸付金   260   425 447   

長期差入保証金   15,627   16,430 16,641   

その他   8,756   12,428 7,802   

貸倒引当金   △303   △606 △606   

投資その他の資産 
合計 

  24,341   28,678 24,284   

固定資産合計     75,209 61.0 83,146 67.3   78,000 63.2

資産合計     123,209 100.0 123,560 100.0   123,412 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

買掛金   13,591   13,788 11,478   

未払法人税等   2,600   2,604 2,749   

賞与引当金   1,271   1,317 1,024   

その他   5,337   5,260 5,018   

流動負債合計     22,799 18.5 22,970 18.6   20,269 16.4

Ⅱ 固定負債           

退職給付引当金   199   ― 1   

その他   1,193   1,680 1,486   

固定負債合計     1,392 1.1 1,680 1.4   1,487 1.2

負債合計     24,192 19.6 24,650 20.0   21,757 17.6

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     9,927 8.1 9,927 8.0   9,927 8.0

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   12,445   12,445 12,445   

２ その他資本 
  剰余金 

  0   0 0   

資本剰余金合計     12,445 10.1 12,445 10.1   12,445 10.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   2,186   2,186 2,186   

２ 任意積立金   63,521   67,505 63,521   

３ 中間(当期) 
未処分利益 

  10,232   10,814 12,775   

利益剰余金合計     75,940 61.6 80,505 65.1   78,482 63.6

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,221 1.0 1,250 1.0   1,321 1.1

Ⅴ 自己株式     △517 △0.4 △5,219 △4.2   △522 △0.4

資本合計     99,016 80.4 98,910 80.0   101,654 82.4

負債・資本合計     123,209 100.0 123,560 100.0   123,412 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   139,902 100.0 145,700 100.0   280,595 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１   107,300 76.7 111,446 76.5   214,250 76.4

売上総利益 ※１   32,601 23.3 34,254 23.5   66,344 23.6

Ⅲ 営業収入     3,562 2.6 3,947 2.7   7,237 2.6

営業総利益     36,164 25.9 38,201 26.2   73,582 26.2

Ⅳ 販売費及び一般 
管理費 

※２   30,587 21.9 32,585 22.3   61,558 21.9

営業利益     5,576 4.0 5,616 3.9   12,024 4.3

Ⅴ 営業外収益 ※３   107 0.1 162 0.1   199 0.0

Ⅵ 営業外費用     54 0.1 86 0.1   388 0.1

経常利益     5,629 4.0 5,691 3.9   11,835 4.2

Ⅶ 特別利益     1 0.0 ― ―   9 0.0

Ⅷ 特別損失     25 0.0 478 0.3   238 0.1

税引前中間(当期) 
純利益 

    5,606 4.0 5,213 3.6   11,606 4.1

法人税、住民税 
及び事業税 

※４ 2,621   2,446 5,262   

法人税等調整額 ※４ △185 2,436 1.7 △274 2,172 1.5 △200 5,061 1.8

中間(当期)純利益     3,170 2.3 3,041 2.1   6,545 2.3

前期繰越利益     7,062 7,773   7,062 

中間配当額     ― ―   832 

中間(当期)未処分 
利益 

    10,232 10,814   12,775 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

① 商品 

…生鮮食品 

最終仕入原価法 

店舗在庫商品(除く生鮮食

品) 

売価還元低価法 

センター在庫商品(除く生

鮮食品) 

先入先出法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

① 商品 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

① 商品 

同左 

② 貯蔵品 

最終仕入原価法 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

(2) 有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

満期保有目的の債券 

 ―――――― 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

子会社株式 

同左 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

時価のないもの 

同左 

(2) 有価証券 

子会社株式 

同左 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(3) 長期前払費用 

均等償却をしております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(3) 長期前払費用 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権は貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権は個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額基準

による算出額を計上しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間内の一定

の年数(10年)による定額法に

より翌期から処理することと

しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

  

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定年数

(５年)による定額法により処

理しております。なお、数理

計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数(10

年)による定額法により翌期

から処理することとしており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

  

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(５年)による定額法により

処理しております。 

なお、数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

により翌期から処理すること

としております。 

(追加情報) 

当社が加入する「イトーヨー

カ堂グループ厚生年金基金」

は、平成16年９月１日に厚生

労働大臣の認可を受けて、確

定給付企業年金法に基づく

「ＩＹグループ企業年金基

金」に移行いたしました。 

これに併せて同日退職金制度

の改定を行っております。な

お、この改定に伴い過去勤務

債務が▲522百万円(債務の減

額)発生いたしました。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

処理は、税抜方式によっており

ます。なお、仕入等に係る仮払

  処理は税抜方式によっておりま

す。 



  
  
会計処理の変更 

消費税等と売上等に係る仮受消

費税等は相殺して、流動負債の

その他に含めて表示しておりま

す。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

―――――― ―――――― 

  

  

  

固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計

審議会平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」(企業会計基準適用指針第６

号平成15年10月31日)が、当社の平

成17年２月28日に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用できること

になったことに伴い、当事業年度か

ら同会計基準および同適用指針を適

用しております。なお、この会計基

準適用に伴う影響額はありません。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年８月31日) 

前事業年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は45,438百万円

であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は47,854百万円

であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は46,749百万円

であります。 

２ 偶発債務 

銀行借入金に対する保証債務 

従業員 33百万円

２ 偶発債務 

銀行借入金に対する保証債務 

従業員 16百万円

２ 偶発債務 

銀行借入金に対する保証債務 

従業員 23百万円

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ この中には、売上仕入(いわ

ゆる消化仕入)契約に基づく

テナントの売上に係るものが

次のとおり含まれておりま

す。 

※１ この中には、売上仕入(いわ

ゆる消化仕入)契約に基づく

テナントの売上に係るものが

次のとおり含まれておりま

す。 

※１ この中には、売上仕入(いわ

ゆる消化仕入)契約に基づく

テナントの売上に係るものが

次のとおり含まれておりま

す。 

売上高 24,998百万円

売上原価 22,707百万円

売上総利益 2,291百万円

売上高 25,410百万円

売上原価 23,081百万円

売上総利益 2,329百万円

売上高 49,297百万円

売上原価 44,775百万円

売上総利益 4,522百万円

※２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 1,422百万円

無形固定資産 351百万円

計 1,773百万円

※２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 1,521百万円

無形固定資産 201百万円

計 1,723百万円

※２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 3,044百万円

無形固定資産 570百万円

計 3,615百万円

※３ 営業外収益のうち受取利息は

36百万円であります。 

※３ 営業外収益のうち受取利息及

び有価証券利息は46百万円で

あります。 

※３ 営業外収益のうち受取利息及

び有価証券利息は79百万円で

あります。 

※４ 当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による固定資産圧縮積立

金の取崩しを前提として当中

間会計期間に係る金額を計算

しております。 

※４     同左 ※４    ――――― 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引は次

のとおりであります。 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引は次

のとおりであります。 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引は次

のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 有形固定資産その他

取得価額 
相当額 

6,219百万円

減価償却 
累計額 
相当額 

2,916百万円

中間 
期末残高 
相当額 

3,302百万円

 有形固定資産その他

取得価額 
相当額 

6,622百万円

減価償却 
累計額 
相当額 

3,423百万円

中間 
期末残高 
相当額 

3,199百万円

 有形固定資産その他

取得価額
相当額 

6,546百万円

減価償却
累計額 
相当額 

3,231百万円

期末残高
相当額 

3,315百万円

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 1,222百万円

１年超 2,080百万円

合計 3,302百万円

１年内 1,241百万円

１年超 1,957百万円

合計 3,199百万円

１年内 1,255百万円

１年超 2,060百万円

合計 3,315百万円

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

よっております。 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

よっております。 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法によっておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 644百万円

減価償却費 
相当額 

644百万円

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 701百万円

減価償却費
相当額 

701百万円

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1,340百万円

減価償却費
相当額 

1,340百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

２ オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。 

未経過リース料 

１年内 21百万円

１年超 ―百万円

合計 21百万円

２ オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。 

未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,744百万円

合計 2,950百万円

２ オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。 

未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,847百万円

合計 3,054百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成16年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(平成17年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(平成17年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

(重要な後発事象) 

  該当事項はありません。  

  

  

(2) 【その他】 

中間配当 

平成17年10月６日開催の取締役会において、第43期の中間配当を行うことを決議いたしました。 

 中間配当金総額             978百万円 

 １株当たりの額             20円 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１株当たり純資産額 1,963.59円 １株当たり純資産額 2,022.42円
１株当たり純資産額  2,014.78 

円 

１株当たり中間純利益 62.87円 １株当たり中間純利益 60.84円 １株当たり当期純利益 128.60円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月29日) 

中間(当期)純利益 3,170百万円 3,041百万円 6,545百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 60百万円 

(うち役員賞与金) (―百万円) (―百万円) (60百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 3,170百万円 3,041百万円 6,484百万円 

普通株式の期中平均株式数 50,427,035株 49,980,237株 50,426,190株 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 

(第42期) 
自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日 

  平成17年５月27日 
関東財務局長に提出。 
  

(2) 自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 

  
自 平成17年６月13日 
至 平成17年６月30日 

  平成17年７月15日 
関東財務局長に提出。 
  

(3) 自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 

  
自 平成17年７月１日 
至 平成17年７月31日 

  平成17年８月10日 
関東財務局長に提出。 
  

(4) 自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 

  
自 平成17年８月１日 
至 平成17年８月31日 

  平成17年９月14日 
関東財務局長に提出。 
  

(5) 自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 

  
自 平成17年９月１日 
至 平成17年９月30日 

  平成17年10月14日 
関東財務局長に提出。 
  

(6) 自己株券買付 
状況報告書 

報告期間 

  
自 平成17年10月１日 
至 平成17年10月31日 

  平成17年11月14日 
関東財務局長に提出。 
  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月１７日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年３月１日から平成１６年

８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ヨークベニマル及び連結子会社の平成１６年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１６年３月１日から平成１６年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月１６日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年

８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ヨークベニマル及び連結子会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１１月１７日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１６年３月１日から平成１７年２月２８日までの第４２期事業年度の中間会計期間（平成１６年３月１日から平成１６年

８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ヨークベニマルの平成１６年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年３月１日から平成１

６年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 岸   洋 平 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月１６日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第４３期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年

８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ヨークベニマルの平成１７年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１

７年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 
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